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令和６年度春圃会決算報告について 
 

１．春圃会全体での財産状況の報告 

  資産の部合計額は１，４０９，７０７千円となり、対前年度１０，６７１千円減少

しました。 
  流動資産は４４７，３１７千円となり、対前年度４８，００５千円増加しました。

主な要因は、介護報酬のプラス改定があったこと、小泉・大谷デイサービスの稼働が

高まったことで預金現金が５１，２９４千円増加したためです。なお、昨年度に比し

未収補助金が２，７１７千円、前払費用が３，４２４千円と大きく減少しました。こ

の要因は、エネルギー高騰支援補助金が令和７年度に繰越されたことと、年度を跨い

で外部研修が終了したためです。 
  固定資産は９６２，３９０千円となり、対前年度５８，６７７千円減少しました。 
  基本財産は７４３，９４９千円となり、対前年度５４，８９１千円減少しました。

この主な要因は、基本財産建物の減価償却によるものです。 
  その他の固定資産は２１８，４４１千円となり、対前年度３，７８５千円減少しま

した。主な要因は、建物のＬＥＤ化と構築物のフェンス設置に伴う増加がありました

が、主に器具と備品の減価償却よるもので、対前年度８，９６６千円減少したためで

す。 
  負債の部合計額は２０１，９２０千円となり、対前年度３０，８９８千円減少しま

した。 
  流動負債は７４，４２４千円となり、対前年度１６，５６１千円減少しました。 
  主な要因は、事業未払金が８，１９８千円、預り金が１０，５２７千円減少したこ

とによるもので、前年度は大規模改修に合わせて箪笥の更新と、経年劣化に伴う給湯

器の更新費用が計上されたこと、土日祝日によって変更する社会保険料の自動引落振

替日の関係によるものです。 
  固定負債は１２７，４９６千円となり、対前年度１４，３３６千円減少しました。

主な要因は、令和７年度設備資金借入金返済予定額２０，０００千円を流動負債に振

替えたためです。 
  なお、退職給付引当金が５，５４７千円増加し、６２，２３０千円となりました。 
  基本金は１９２，５２７千円で増減はありません。 
  国庫補助金等特別積立金は施設整備等補助金収益と同額を積立て、減価償却費と合

わせて取崩した結果、３２，００３千円減少し、２７４，４１４千円となりました。 
  純資産の部の合計額は対前年度２０，２２６千円増加し、１，２０７，７８６千円

となりました。 
 
２．春圃会全体での事業活動の報告 

  サービス活動増減差額の部では、介護保険事業収益は７７７，９７６千円となり、

対前年度３０，９７８千円増加しました。この要因は、介護報酬の改定に伴い入所系

サービスで約２．８％、通所系サービスで約０．４％上乗せされたこと及び稼働関係

では、対前年度で広域型春圃苑では４６床、小泉デイサービスでは９５８人、大谷デ

イサービスでは５５８人利用者数が増加し、更に月額報酬制となる居宅介護支援事業
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所でも実人数８２人、定期巡回随時対応型訪問介護看護事業でも１１人利用者が増加

したことが主な要因です。 
  ただ、対前年度地域密着型特養で４３床、ケアハウスで２１３床、津谷デイサービ

スで１７２人減少しており、課題を残す結果となりました。 
  老人福祉事業収益は４４，１４６千円となり、前年度とほぼ同額で、単価改正がな

い限り収益の限界と思われます。 
  保育事業収益は０歳児保育利用者が減少したことで３０，１０１千円となり、対前

年度５，５７２千円と大幅に減少しました。また、令和６年の小泉地区の出生者数が

ゼロとなるなど、利用園児の確保が今後の課題です。 
  経常経費寄附金収益は７７３千円となり、対前年度４０千円と増加しました。 
  その他の事業収益は、退職職員に係る退職給付引当資産差金収益１，８０４千円で

す。 
  以上の結果、サービス活動収益計は８５４，８１５千円となり、対前年度２５，７

７８円と大幅に増加しました。 
  人件費は５７６，５００千円となり、対前年度１７，２５６千円増加しました。民

間の春闘の賃上げ状況を参考値にして本会でも昇給に上乗せして本俸を格付けし、稼

働率と経費節減による収支差額を見ながら職員への還元を考え、冬期の賞与原資を増

額し、更に決算手当を支給したことで、一時期に比し職員数は減少したものの、職員

満足度は高まったと思われます。なお、サービス活動収益に対する人件費割合は６７．

４％（前年度６７．４％）となりました。 
  事業費は１２８，３７１千円となり、対前年度１１，６０２千円減少しました。こ

の要因は、給食提供に係る食材の仕入れ先と献立を根本的に見直した結果によるもの

で、食材費は対前年度５，７５３千円減少しました。また、前年度の大規模改修工事

で給湯機を設置し、暖房の熱源を重油ボイラーから電気とガスに変更したこと、これ

に市場価格も比較的安定した相乗効果とで水道光熱費が２，１４３千円、燃料費が１，

５０９千円減少しました。外部コンサルタントによる管理職研修の学習効果の現われ

か、消耗器具備品費が１，７６２千円減少するなど経費節減につながったことによる

ものです。 
  事務費は４８，４５６千円となり、対前年度４，１６６千円増加しました。主な要

因は、外部コンサルタントを活用し、１年間継続して実施した管理職研修等に係る研

修研究費の増加で対前年度４，７３７千円、小泉デイサービスの外壁の経年劣化に伴

う外壁の全面塗装工事費の増加で、対前年度１，１３４千円増加したためです。 
  減価償却費は８５，７３２千円となり、対前年度２，６６４千円増加しました。こ

の要因は、前年度整備した固定資産を、通年で償却したことに伴う減価償却費の増加

分です。 
  国庫補助金等特別積立金取崩額は３５，２６５千円となり、対前年度１，３９９千

円増加しました。この要因も減価償却同様、前年度補助金を受けた国庫補助積立金を

通年で取崩しを行ったためです。 
  サービス活動費用計は８０４，０７５千円となり、対前年度１１，１１９千円増加

しました。 
  サービス活動外増減差額の部では、サービス活動外収益計３，２０７千円、サービ

ス活動外費用計１，７２５千円となり、サービス活動外増減差額は１，４８２千円と
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なりました。なお、収益が増加した理由は、自然災害による津谷拠点の塀が大破し、

壁の更新に要する費用が建物損害保険の補償対象となったことによるものです。 
  以上の結果、法人全体の経常増減差額は５２，２２２千円となり、対前年度１６，

２８７千円と大きく増加し、経常増減差額率（経常増減差額÷サービス活動収益計×

１００）は、６．１％（前年度４．４％）となり、平成２５年度以降最も高額な結果

となりました。 
  特別増減の部では、施設整備等補助金収益は３，２６２千円となり、内訳は前述し

た省エネルギー施設等導入支援事業補助金で、同額を国庫補助金等特別積立金積立額

に積立てました。 
  以上により、法人全体での当期活動増減差額は５２，２３０千円となり、対前年度

１６，２８７千円増加し、次期繰越活動増減差額は７４０，８４４千円（前年度６８

８，６１４千円）となりました。               （資料参考 WAM） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ※ ■全国赤字法人割合  ◆全国平均サービス活動増減差額率  ▲春圃会経常増減差額率 

 
３．サービス区分ごとの決算結果（事業活動内訳） 

 （１）本部会計の決算結果 

  本部会計については、寄附金収益は７７３千円で対前年度４０千円増加しました。 
  人件費は５６８千円となり、全て役員報酬で対前年度８０千円減少しました。 
  事業費は５５千円となり、前年度とほぼ同額でした。事務費は６，５８１千円とな

り、対前年度２，０７０千円増加しました。主な要因は、福利厚生費において永年勤

続表彰対象者が昨年より多かったため副賞に係る費用が増加したこと、旅費交通費に

おいて外国人技能実習生（ミャンマー）の採用に係る現地面接のための旅費が発生し

たこと、研修研究費において管理職研修の講師の交通費などが発生したためです。 
  減価償却費は１０５千円となり、前年度と同額でした。 
  本部会計における経常増減差額と当期活動増減差額は△６，６１６千円となり、次

期繰越活動増減差額は１０，０６５千円となりました。 
 
 （２）施設会計の決算結果 

  施設会計については、介護保険事業収益は２３０，６０２千円となり、対前年度８，

５５２千円増加しました。主な要因は、介護報酬の上乗せ改定が行われたこと、延べ

利用者数が対前年度１４１人増加したことで、施設介護収益は対前年度７，２９４千
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円増加し、利用者等利用料収益は対前年度１，５７２千円増加したためです。また、

その他の事業収益は１，９４４千円で、物価高騰に係る補助金が次年度に繰越された

ため対昨年度３１４千円の減少となりました。 
  人件費は１６０，５７２千円となり、対前年度９６８千円減少しました。この要因

は、職員賞与は対前年度２，８３９千円、非常勤職員給与は前年度１１人体制を今年

度１３人体制となったため対前年度８，２０２千円増加しました。なお、職員給料は

配置職員の減少と兼務職員の按分経費の見直しにより対前年度１２，８８０千円減少

したことによるものです。 
  事業費は４１，４６８円となり、対前年度５，０８１千円減少となりました。この

主な要因は、給食費が食材等の見直しにより１，９０８千円減少し、昨年度の大規模

改修により熱源をガスと電気に変更し、ボイラーを撤去したことで燃料費が１，３４

０千円減少し、同じく昨年度、大規模改修に合わせ居室チェストを更新した費用が減

少したことで、消耗器具備品費が２，２９１千円減少したことによるものです。 
  事務費は１２，６２７千円となり、対前年度５２７千円増加しました。研修研究費

は２，８６７千円となり、対前年度１，５４４千円増加しました。この要因は、外部

業者による管理職研修費と、その他職員の各種研修費の増加によるものです。 
  減価償却費は２７，５５５千円となり、対前年度４，５３１千円増加しました。こ

の要因は前年度の大規模改修により整備した固定資産を通年で償却をしたことによる

ものです。国庫補助金等特別積立金取崩額は１６，２６４千円となり、対前年度３，

０４３千円増加しました。この要因も減価償却同様、前年度補助金を受けた国庫補助

積立金を通年で取崩しを行ったためです。 
  施設会計における当期活動増減差額は４，６３０千円となり、次期繰越活動増減差

額は７２，０５０千円となりました。 
 
 （３）ショート会計の決算結果 

  ショート会計については、介護保険事業収益は５０，４８０千円となり、対前年度

３４８千円増加しました。主な要因は、利用者の介護度が重度化したことと、介護報

酬の上乗せ改定があったためです。利用実人数は、対前年度３２人増加しましたが、

長期利用者の稼働が高まったことで空床日数が少なくなり、空床利用型のショートス

テイが減少したことで、延利用人数は９５人減少しました。 
  支出経費は、施設会計との収入実績割合での按分で１７．５％（車輌費に限り８２．

５％）負担しました。 
  ショート会計における当期活動増減差額は４，１３０千円となり、次期繰越活動増

減差額は１９，９５３千円となりました。 
  なお、固定資産管理はショート会計では行わず、施設会計による一括管理をしてお

り、本会計では減価償却費も発生しておりません。 
  このため、損益状況については施設会計とショート会計を合算することが必要で、

この結果、当期活動増減差額は８，７６１千円となり、次期繰越活動増減差額は９２，

００４千円（対前年度８，７６１千円増加）となりました。 
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 （４）ユニット会計の決算結果 

  ユニット会計については、介護保険事業収益は１１４，９７９千円となり、対前年

度３，１７４千円増加しました。これは長期利用者の空床が減少し、退所されてから

次位利用者の利用までがスムーズに進んだこともあり、延人数が３１人増加し、対前

年度４，０００千円増加となりました。これに伴いショートステイ利用（空床利用型）

が減少し、延人数が対前年度７４人減少し、対前年度９００千円減少となりました。 
  人件費は６７，８１１千円となり、対前年度６，３７７千円増加しました。これは、

職員の按分経費の見直しによるもので、職員給料と職員賞与が増加しためです。 
  事業費は１７，３２３千円となり、対前年度２，７７９千円減少しました。この主

な要因は、給食費の見直しにより対前年度１，０００千円減少し、電気料が安定した

ことによる施設会計との按分経費が対前年度１，５９７千円減少したことによるもの

です。  
  事務費は３，３６９千円となり、対前年度１，５８８千円減少しました。この主な

要因は、前年度は給湯器設備とリフト修理、保育所側のフェンス設置工事など高額な

修繕費がありましたが、今年度は各居室のエアコンの部品交換修理費２６７千円と浄

化槽送風機交換修繕費１３８千円のみので、対前年度１，２８７千円減少したもので

す。 
  減価償却費は１３，８６５千円となり２８４千円の増加、国庫補助金等特別積立金

取崩額は３，２６５千円となり前年度とほぼ同額となりました。 
  繰入金費用は、サービス区分間繰入金として在介会計へ２，０００千円繰出しまし

た。 
  ユニット会計における当期繰越活動増減差額は１３，８６６千円となり、次期繰越

活動増減差額は１９８，９４９千円となりました。 
 
 （５）在介会計の決算結果 

  在介会計については、介護保険事業収益が２９５千円となりました。この要因は、

宮城県老人福祉施設協議会から、もとよし介護フェスティバルの開催等に係る地域貢

献活動の推進に対する助成金です。 
  受託事業収益は１３千円となり、対前年度１３千円減少しました。この要因は、高

齢者実態把握業務の件数が減少したためです。 
  人件費は４，１８０千円となり、対前年度２５８千円増加しました。この要因は、

職員の給料と諸手当等が増加したためです。 
  事業費は８８０千円となり、対前年度２９８千円増加しました。主な要因は、前年

度に引き続き開催した「しゅんぽえんの食堂」の開催回数が増加し、地域支援活動費

が増加したためです。 
  事務費は１８５千円となり、対前年度９７千円減少しました。この要因は、研修研

究費の減少によるもので、前年度は、所属職員が施設間交流研修で費用を要したため

で、研修への参加機会が減少したためではありません。 
  この会計は、社会福祉法人の地域貢献活動費を負担する会計で、独立採算が困難で、

会計の財源は、ユニット会計からサービス区分間繰入金収益２，０００千円を繰入れ

て貢献活動を行っております。 
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  在介会計の当期活動増減差額は△２，８２８千円となり、次期繰越活動増減差額は

１，１６２千円となりました。 
 
 （６）小泉デイ会計の決算結果 

  小泉デイ会計については、介護保険事業収益は８７，１７５千円となり、対前年度

７，５６０千円増加しました。主な要因は、今年度実施した「管理職研修」で学んだ、

顧客確保に関する状況把握や具体的対応方法を実践したことによるもので、利用状況

については、利用実人数が対前年度１１４．０％増加し、延べ利用人数が対前年度１

１３．４％、９５８人増加し、結果、居宅介護料収益で対前年度５，１９６千円増加

したことによるものです。 
  サービス活動収益計は、８７，１７５千円となり、対前年度７，５６０千円増加し

ました。利用者数は増加傾向にあるものの、稼働率は６４．９％で、今後、大きな伸

びしろが見込まれます。 
  人件費は５６，７１７千円となり、対前年度４，９９８千円減少しました。この要

因は、人事異動に伴う減少と、通所介護事業所間の連携を強化し、人員の不足分を事

業所間の連携で補い、最小限の職員数で運営できるよう努めたことによるものです。

なお、ヘルパー兼務職員の人件費については、訪問業務との按分により訪問会計から

繰入れました。 
  事業費は１４，６９９千円となり、対前年度６０１千円減少しました。この要因は、

電気代が安定したことで水道光熱費が減少したことと、健康農園の規模を縮小したこ

とによる経費の減少によるものです。 
  事務費は６，４６９千円となり、対前年度２，１６９千円増加しました。主な要因

は、経年劣化に伴う外壁の全面塗装工事を実施したことによる修繕費の増加です。ま

た、アフターコロナに伴い、活発に研修へ参加する機会が増加し、研修研究費が増加

したことによるものです。 
  減価償却費は８，２１５千円となり、対前年度６９８千円増加しました。国庫補助

金等特別積立金取崩額は５，３２３千円で、対前年度２４千円減少しました。 
  小泉デイ会計の当期活動増減差額は６，４００千円となり、次期繰越活動増減差額

は６２，９９０千円となりました。 
 
（７）訪問会計の決算結果 

  訪問会計については、介護保険事業収益は１８，１９９千円となり、対前年度３８

２千円増加しました。主な要因は、要介護認定者の延人数が対前年度１６６人増加し

ためです。ただし、要支援認定者と事業対象者の延人数は対前年度１６６人減少して

おり、全体での１日当たりの平均利用人数は１１．９人であるため、利用者の獲得が

今後の課題です。 
  人件費は１２，７００千円となり、対前年度１，５８７千円増加しました。この要

因は、職員の給与・時間外手当等と兼務職員の人件費の増加により８２６千円増加し

たためです。 
  事業費は１，２９４千円となり、対前年度５１３千円減少しました。この要因は、

車輌費で車検台数が減少したことによるものです。 
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  事務費は７０７千円で、対前年度１７５千円増加しました。主な要因は、事務消耗

品費のパソコンを購入したことによるものです。 
  減価償却費は２７４千円となり、対前年度２７４千円の増加となりました。 
  訪問会計における当期活動増減差額は３，２２２千円となり、次期繰越活動増減差

額は２０，８６５千円となりました。 
 
（８）２４時間訪問会計の決算結果 

  ２４時間訪問会計については、利用登録が２人増加し３人で推移したことにより介

護保険事業収益は２，１６６千円となり、対前年度１，１５３千円増加しました。 
  人件費については、訪問回数を基に訪問会計と按分し７５０千円となりました。 
  事業費は２千円で教養娯楽費です。利用者に係る介護用品や消耗品は件数が少なく、

単独での購入では割高となるため、訪問会計の介護用品で対応しました。 
  事務費は２１８千円で、対前年度１１０千円増加しました。 
  ２４時間訪問会計における当期活動増減差額は１，１９４千円となり、次期繰越活

動増減差額は３，９３８千円となりました。 
 
 （９）津谷デイ会計の決算結果 

  津谷デイ会計については、介護保険事業収益は８０，７９１千円となり、対前年度

５１５千円減少しました。主な要因は、居宅介護料収益の減少で、利用者負担金収益

との合算で前年度比１，３１９千円減少しました。 
  利用者数については、１日当たりの平均利用者数は２０．５人で、対前年度１７２

人減少となりました。実人員に関しては、対前年度１０３％となっており、新規契約

の獲得と同時に利用回数の増につながる事業所の魅力づくりとその情報発信が課題で

す。 
  人件費は５２，１３３千円となり、対前年度４，２７５千円増加しました。この要

因は、今年度から会計担当職員の給与を津谷デイ会計で負担することとし、配置職員

の常勤換算数の増加はありません。 
  事業費は１４，７４６千円となり、対前年度１，７４５千円増加しました。この要

因は水道光熱費で、対前年度で電気料６４３千円、水道料４１９千円、ガス料３４２

千円それぞれ増加しました。また、車輌費についても、車両燃料費高騰の影響を受け、

対前年度５１１千円増加しました。ただ、給食費については、仕入れ業者の見直しな

ど費用の削減対策を積極的に行った結果、対前年度３９９千円減少しました。 
  事務費は４，０９８千円となり、対前年度１，３７４千円増加しました。この要因

は、衛生設備の経年劣化による修繕費と擁壁の倒壊防止補強工事によるものと、部署

重点目標である「研修への積極的な参加」を実施したことにより、研修研究費が増加

したことによるものです。 
  減価償却費は４，８６４千円となり、対前年度７９３千円減少しました。国庫補助

金等特別積立金取崩額は２２４千円で、対前年度１０９千円増加しました。この要因

は、宮城県省エネ補助金の交付を受け、照明器具をＬＥＤ化したことによるものです。 
  津谷デイ会計における当期活動増減差額は６，６２４千円となり、次期繰越活動増

減差額は１００，５４１千円となりました。 
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 （10）居宅会計の決算結果 

  居宅会計については、介護保険事業収益は３９，１０８千円となり、対前年度１，

６０９千円増加しました。この要因は、要介護者の年間延べ利用人数が８２人増加し

たためです。なお、増加の内訳は、要支援者３０人、要介護者５２人です。 
  人件費は３１，５６４千円となり、対前年度２，２６５千円増加しました。この要

因は、介護支援専門員は介護職員処遇改善加算の対象外ですが、法人の独自財源によ

り、介護職員等と同様に本俸引上げ等の処遇改善を図ったことによるものです。 
  事業費は２，０６８千円となり、対前年度１７４千円増加しました。この主な要因

は、訪問用車両の複数台の車検時期が同一時期となり、保険料及び車両費が増加した

ことによるものです。 
  事務費は２，１３０千円で、対前年度３６４千円増加しました。これは、外部業者

による管理職研修を実施したことによる研修研究費の増加分とほぼ同額です。 
  減価償却費は５６１千円で、対前年度１６５千円増加しました。これは、前年度に

中古軽車両１台とデスクトップパソコン２台を更新したことによるものです。 
  居宅会計における当期活動増減差額は２，７８３千円となり、次期繰越活動増減差

額は２０，７１５千円となりました。 
 
 （11）ケアハウス会計の決算結果 

  ケアハウス会計については、介護保険事業収益が５８，８５７千円となり、対前年

度３，３１０千円、老人福祉事業収益が４４，１４６千円で、対前年度４６４千円減

少しました。老人福祉事業収益の内訳は、家賃に相当する管理費収益が１０，７２１

千円（前年度１０，８９２千円）、事務費本人負担、水道光熱費と食費が該当するその

他の利用料収益が１７，４４４千円（前年度１６，７１７千円）、ケアハウス事務費補

助金は１５，９８０千円（前年度１７，０００千円）となりました。 
  サービス活動収益計は１０３，００３千円となり、対前年度２，８４６千円増加し

ました。この要因は、平均介護度の重度化と介護報酬改定によるものです。 
  人件費は６９，６９４千円となり、対前年度５，１７８千円増加しました。この要

因は、法人全体で前年度に比して収益状況が向上したため、その一部を職員に還元し

たことによるものです。 
  事業費は１１，５９９千円となり、対前年度２，５４０千円減少しました。主な要

因は、食材費の見直しと電気料の安定によるものです。 
  事務費は５，２３１千円となり、対前年度８３１千円減少しました。主な要因は、

事業費同様に水道光熱費の減によるものです。なお、ケアハウス会計に限り老人福祉

法の事務費補助金に係る対象経費の関係で、事業費と事務費に按分して計上又は事業

費に計上せず、事務費に計上する場合とがあります。 
  また、事業費及び事務費のうち、大谷デイサービスセンターとの共通経費は、支出

項目に応じて、建物面積と延べ利用者数により按分しました。 
  減価償却費は２１，０５１千円、国庫補助金等特別積立金取崩額は８，５９４千円

となり、法定耐用年数を経過したことで対前年度それぞれ２，１８４千円、１，５２

４千円減少しました。 
  支払利息は元金が減少したことで対前年度４７千円減少し、１９２千円となりまし
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た。 
  当期活動増減差額は２，５４２千円となり、次期繰越活動増減差額は１１６，３５

０千円となりました。 
 
 （12）大谷デイ会計の決算結果 

  大谷デイ会計については、介護保険収益が９５，３２０千円となり、対前年度５，

３２６千円増加しました。これは大谷デイサービスセンターの利用者が順調に伸びた

ためで、今年度の１日平均利用者数は２４．５人（前年度２３．０人）となりました。 
  サービス活動収益計では９７，０５３千円となり、対前年度７，０４２千円増加し

ました。 
  人件費は５８，０４０千円となり、対前年度３，３２７千円増加しました。この要

因は、職員賞与１，３０２千円の増加と、就労期間が長い職員の退職があったことで

退職給付費用１，７５９千円増加したためです。 
  事業費は１１，５１８千円となり、対前年度７８１千円減少しました。この主な要

因は、給食費が対前年度２３７千円減少し、水道光熱費が対前年度２４６千円減少し

たためです。また、介護用品費、教養娯楽費など利用者様に係る諸経費の見直しを図

り、全体的に対前年度１０％程度の減少となりました。 
  事務費は２，７５８千円となり、前年度とほぼ同額となりました。この要因は、ケ

アハウスとの按分経費は前年度実績に基づき行われるため減少傾向でしたが、職員の

研修参加が増加したことで、研修研究費が４３１千円増加しました。 
  減価償却費は６，６９９千円となり、対前年度１５６千円増加しましたが、これの

要因は、送迎車両を購入したことによるものです。国庫補助金等特別積立金取崩額は

５３千円となり、前年度と同額となりました。 
  当期活動増減差額は１７，９８７千円となり、次期繰越活動増減差額は９２，４０

７千円となりました。 
 
（13）保育会計の決算結果 

  保育会計については、保育事業収益は３０，１０１千円となり、対前年度５，５７

２千円減少しました。主な要因は、少子化による入所児の減少で、３月末時点の在籍

人数は１３人で、対前年度３人の減少となりました。 

  人件費は２８，０７９千円となり、対前年度８８千円増加しました。 
  事業費は２，６１９千円となり、対前年度５９０千円減少しました。主な要因は、

給食費、保育材料費、水道光熱費が減少したほか、消耗器具備品費で、前年度に散歩

車と掃除機を購入した差額が減少したこととなります。事務費は１，３９７千円とな

り、対前年度２３２千円減少しました。主な要因は、外部コンサルタントへの業務委

託料の減額によるものです。 
  減価償却費は２，５３８千円で、対前年度４６８千円減少し、国庫補助金等特別積

立金取崩額は△１，５４０千円となり、２０５千円減少しました。 
  当期活動増減差額は△２，９９２千円となり、次期繰越活動増減差額は１７，４９

７千円となりました。 


